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一、概要 
本研究は 1994 年に行われた分税制改革以後の中央・地方関係を分析したものである。分
析事例として土地と不動産を取り上げ、土地と不動産に関する中央政府の政策が効果を発
揮できないメカニズムを分析した。政策実行過程における地方政府の政策実行インセンテ
ィブに注目し、地方財政、土地運営、国有企業、利益集団といった側面から地方政府を徹
底的に分析した。分析の結果、政策の効果が発揮できないメカニズムは、地方財政の「土
地依存症」にあることが解明できた。さらに、このメカニズムを作り出したのは分税制改
革であると指摘した。 
 
二、論文構成 
序   章 
第一章：土地と不動産業の発展歴史 
第二章：中央・地方の財政関係における土地と不動産 
第三章：土地市場化過程における地方政府の役割分析 
第四章：不動産業における国有企業 
第五章：新興社会階層の政策影響 
終   章 
 
三、各章の説明 
 第一章「土地と不動産業の発展の歴史」では、改革開放以後の不動産業の発展の歴史と、
不動産業の発展による耕地面積減少について述べた。そして、中央政府が打ち出した政策
の内容と実施効果について簡単に議論した。 
 第二章「中央・地方の財政関係における土地と不動産」では、分税制改革以降、土地と
不動産業からの財政収入が中央・地方の財政の中で占める比重を考察した。地方政府を省
政府と基層政府に分けて分析し、基層政府の財政収入が不動産関連税金に頼っていること
を明らかにした。次に、土地収入が県級財政の予算外収入に占める割合を分析し、地方財
政にとっての土地と不動産業の重要性を強調した。最後に、地方財政が土地と不動産業に
依存するようになった理由は、分税制改革による税項目のつり上げにあることを述べた。 
 第三章「土地の市場化過程における地方政府の役割分析」では、土地が徴収・売買され
る過程を土地の市場化過程と定義し、その過程における地方政府の役割について考察した。
まずは譲渡権の概念を利用して、土地の市場化過程における四つのアクター（農民・地方
政府・企業・購入者）を抽出し、アクター間で行われる土地譲渡を六つのパターンに分け
た。そして、各パターンに該当する事例を取り上げ、事例からみる地方政府の「土地管理
者兼土地経営者」の役割を考察した。 
 第四章「不動産業における国有企業」では、不動産市場に存在する国有企業の設立経緯
を踏まえたうえで、北京・上海・広東の不動産市場における国有企業の割合を考察した。
不動産企業を中央所属国有企業、地方所属国有企業、民営合弁企業の三つのカテゴリーに
分けて統計分析を行い、地方所属国有企業が多く存在するという結果を導いた。そして、
地方政府が国有企業を多く設立した理由は、企業を通して「銀行融資」を得るためである
ことを明らかにした。 
 第五章「新興社会階層の政策影響」では、社会団体のアプローチから、不動産企業主と
失地農民の利益主張を比較した。社会団体を通じて積極的に利益主張を行う不動産企業主
とは対照的に、失地農民の利益主張は受動的である。そこから、両者の利益主張方式の違
いが政策過程への影響力の差に反映されていることを考察したうえで、さらにそれが中
央・地方関係にどのような影響を与えるかについて議論した。 
終章では、これまで展開した議論をまとめたうえで、土地と不動産業からみた中央・地
方関係について述べた。土地と不動産は地方財政が成り立つ大きな柱となっているため、
中央政府が公布した土地と不動産業への抑制政策は、基層政府の「吃飯的銭」（食べていく
ためのお金）を奪うことを意味する。それゆえ、基層政府の政策実行インセンティブは非
常に弱く、中央政府の政策は本来の効果を発揮できないのである。 
 
四、評価と問題点 
 まず、本研究の問題提起がとても明晰である。中央政府が土地と不動産に対しての抑制
政策を公布したが、政策効果を得られないメカニズムは何かを解明するのが本研究の基本
問いである。この答えを求めるために、筆者は地方政府の政策実行インセンティブに焦点
を当て、それを通して地方政府自身におけるフォーマル・インフォーマルな政府の意思決
定のメカニズムを分析した。 
地方政府を分析する際、筆者は中国研究における「地方」の重要性を強調したうえ、先
行研究に不足している地方政府の重層性に注目した。地級政府と県級政府を基層政府と定
義することで、中央・地方関係を旧来の二層関係（中央政府と省政府）から三層関係（中
央政府と省政府と基層政府）へ拡張して政策過程を分析するのはとても画期的である。論
文を通して論点の整理がはっきりしており、それを証明するために各章ごとにそれぞれオ
リジナルな分析方法・資料・データを用いた点で大きく評価できる。さらに、言葉の壁を
乗り越え、日本語の文書がとても簡潔で精錬されている点も高く評価できる。 
次に本研究は以下のような点で現代中国研究に貴重な貢献をしている。第一に、各級地
方政府の税収の中で土地と不動産関連の税金がどのように配分されているかを明確に提示
した。そのうえ、土地と不動産をめぐる税金と費用の各項目を詳細に調べたうえ、図式化
しそれぞれの関係を分かりやすく整理した点も大きく評価できる。さらに、不動産関連税
金が地方政府の財政収入の中に占める割合の変化を提示したことも大きな貢献である。 
第二に、筆者は地方政府の財政収入と土地問題との関連性を分析したうえ、急速な経済
発展を支えているのは土地であり、中国式の資本主義経済は「土地資本主義」とも言える
ような実証的な示唆を与えた点は、改革開放してから 30 年間続いた中国経済の成長パラド
ックスを解明する一つのヒントを与えてくれた。 
第三、筆者は論文の結論で「中央・地方関係についての研究は分税制改革で終焉を迎え
るのではなく、新しいスタートを切るべきなのである」との主張は論文審査委員会の先生
方も強く賛成しており、今後の中国研究における中央・地方論の研究がさらなる発展を目
指すことにあたってこの研究は画期的なものになると思われる。第四に、自分の研究の不
足点をよく認識しており、各章ことに不足点を明確に整理した点からも研究に対する筆者
の真面目な姿勢を伺うことができる。この不足点は筆者自身の問題だけではなく、中国研
究者が正面から分析を行わなければならない点でもある。 
しかしながら、本研究は次のような問題点を抱えている。まずは「基層」政府の定義に
ついて疑問が残る。中国研究において基層は郷鎮・村をさすことが多いので、筆者が「地
級」・「県級」を基層と規定するにはよりきめ細かな説明が必要であった。次に 2001 年以後
の中央政府のマクロコントロールについての記述がまだ不十分である。特に土地に関する
「法」の変遷、概要についての記述と分析をもっとするべきである。そして、論文の第 5
章「新興社会階層の政策影響」の分析がまだ不十分である。地域研究における二つの大き
な分析枠組である「中央・地方関係」と「国家・社会関係」の関係性についての挑戦とし
てはとても高く評価できるが、概念の使用、議論の展開においてまだ行届いてない部分多
く、今後の研究においてもっと綿密に分析を行う必要がある。最後に参考文献の整理がま
だ充分だと言えない。直接引用することはなくても、本研究の参考となる研究書および論
文をもっと補充する必要があると思われる。 
 
五、結論 
以上のような評価と問題点を踏まえ、総合的に判断するならば、本研究は問題提起、資
料・データの収集と分析、理論構造、結論などにおいて博士学位論文の基準を充分に満た
している。特に分析方法のオリジナリティと緻密なデータ・情報収集と簡潔な論点整理は
優れている。幾つかの問題点も、部分的な修正として扱えるものであり、論文審査委員会
は博士学位に値すると判断し、博士の学位授与を提案する。 
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